2008年度「労働法」（水町）

第22回　団体行動権の保障（text323-334）
１　団体行動権保障の法的枠組み
　　○憲法28条とその法的効果
２　労働者の団体行動
2.1　争議行為の概念
　　○「争議行為」と「組合活動」
2.2　団体行動の正当性
2.2.1　争議行為の正当性

　　○主体
　　○目的

　　　＃５、＃104
　　○手続

　　○態様

　　　　・消極的行為にとどまる場合（ストライキ、スローダウン）

　　　　・積極的行為を伴う場合

　　　　　＃105、＃108

2.2.2　組合活動の正当性

　　○主体

　　○目的

　　　＃91
　　○態様

　　　　・労働契約上の義務に反する活動

　　　　　＃76、＃97Ⅰ

　　　　・企業施設内での活動

　　　　　＃98

2.3　争議行為と賃金

　　○スト参加者の賃金
　　○スト不参加者（スト組合の組合員）の賃金

　　　＃112

　　○他組合員・非組合員の賃金

３　使用者の争議対抗行為
　　○操業の自由

　　○ロックアウト

　　　＃113
探究　ヨーロッパのように階級的な労資闘争の歴史・文化が根付いておらず、労使間にも利益共同体的意識が強い日本において、ヨーロッパ的な「団体行動権」を法的権利として認めることが必要であり、妥当なのか？　もし、それとは違った労使の交渉・紛争解決の方法を法的に設計しようとすれば、どのようなものが考えられるか？
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